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国保事業費納付金等の基本的な算定方法は国保運営方針により定められている。
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令和６年度国保事業費納付金等の算定方法

１．算定方法

項 目
算 定 方 法

備 考
令和５年度納付金 令和６年度納付金

標準保険料率

標準的な算定方式
3方式
（納付金算定でも同様）

変更なし

標準的な賦課限度額 政令のとおり
政令のとおり
（医療６５万円 後期支援２２万円
介護１７万円）

標準的な賦課割合

応能割：応益割＝β：１
均等割指数：平等割指数
＝0.7:0.3
（納付金算定でも同様）

変更なし βは国が示す所得係数

標準的な収納率
98％を上限に、
市町村ごと過去5年の平均値

変更なし

国保事業費納付金

医療費水準の反映 医療費指数反映係数α＝１ 医療費指数反映係数α＝0.5 ※第３期運営方針に記載予定

高額医療費の共同負担 共同負担は行わない 共同負担は行わない

保険給付費の対象経費の取扱
出産育児一時金、葬祭費、
保健事業等を対象経費としない

変更なし

保険者努力支援制度（県分）の取扱 保険給付費（Ａ）から差し引く 変更なし 県全体の納付金額の引き下げ

激変緩和
（一定割合を超える部分）

一定割合＝自然増＋δ
(δ=自然増を超える部分の３/4)

→ 激変緩和 １/4
－ 令和６年度以降は廃止

退職納付金の精算
（療養給付費等交付金の精算）

Ｒ３年度退職納付金の
個別精算を行う。

Ｒ４年度退職納付金の
個別精算を行う。
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令和６年度国保事業費納付金等の算定方法

本算定では、12月末に国が示した確定係数通知に基づき算定。

（１）各係数について、仮係数から確定係数に変更。

（２）診療報酬改定率の影響を反映（令和６年度 0.9988）。

（３）令和６年度から18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある被保険者を対象とする医療

費助成に係る国庫負担（療養給付費等負担金及び普通調整交付金）の減額調整措置の廃止を反映。

２．仮算定からの主な変更点



令和６年度国保事業費納付金等の本算定結果

１．算定結果について

●保険給付費の減 令和５年度 1,211億円 → 令和６年度 1,177億円（▲34億円 ▲ 2.8％）

●財政安定化基金積立金の減 令和５年度 13億円 → 令和６年度 0億円（▲13億円 皆減）

●前期高齢者交付金の増 令和５年度 331億円 → 令和６年度 346億円（＋15億円 ＋ 4.6％）

●普通調整交付金の増 令和５年度 152億円 → 令和６年度 166億円（＋14億円 ＋9.4％）

２．算定結果（納付金の減）の主な要因
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県支出は、保険給付費、後期高齢者支援金、介護納付金等で、約1,537億円

県収入は、療養給付費等負担金、前期高齢者交付金等で、約1,023億円

納付金は、県支出と県収入の差額 約514億円

●納付金額 令和5年度 568億円 → 令和6年度 514億円 （▲5４億円 ▲9.5%）

●１人当たり保険料（県平均）

（Ｒ5本算定との比較） 118,817円 → 111,661円 （▲７,156円 ▲6.0％）



令和６年度国保事業費納付金等の本算定結果

３．令和６年度納付金額（市町村別）
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増減 増減

①－② 率（%) ①－② 率（%)

 1 那覇市 10,703,057,400 12,192,226,462 △ 1,489,169,062 △ 12.2 26 北中城村 688,421,531 773,027,136 △ 84,605,605 △ 10.9

 3 うるま市 4,281,273,108 4,715,343,349 △ 434,070,241 △ 9.2 27 中城村 703,169,973 778,932,325 △ 75,762,352 △ 9.7

 4 沖縄市 5,202,092,056 5,459,315,955 △ 257,223,899 △ 4.7 28 西原町 1,129,189,645 1,271,254,185 △ 142,064,540 △ 11.2

 5 宜野湾市 3,443,129,697 3,801,523,183 △ 358,393,486 △ 9.4 29 豊見城市 1,879,567,987 2,111,351,432 △ 231,783,445 △ 11.0

 6 宮古島市 2,095,820,935 2,142,583,198 △ 46,762,263 △ 2.2 30 八重瀬町 963,341,457 1,152,934,007 △ 189,592,550 △ 16.4

 7 石垣市 1,900,235,266 1,956,602,549 △ 56,367,283 △ 2.9 35 与那原町 558,467,204 662,960,840 △ 104,493,636 △ 15.8

 8 浦添市 3,668,996,100 4,208,642,747 △ 539,646,647 △ 12.8 37 南風原町 1,236,445,139 1,414,094,224 △ 177,649,085 △ 12.6

 9 名護市 2,152,412,257 2,402,689,678 △ 250,277,421 △ 10.4 38 久米島町 295,123,839 308,377,182 △ 13,253,343 △ 4.3

10 糸満市 2,002,656,958 2,305,032,215 △ 302,375,257 △ 13.1 40 渡嘉敷村 32,418,526 25,471,325 6,947,201 27.3

11 国頭村 174,202,070 203,775,461 △ 29,573,391 △ 14.5 41 座間味村 57,983,634 63,979,211 △ 5,995,577 △ 9.4

12 大宜味村 128,626,568 127,846,939 779,629 0.6 42 粟国村 21,718,551 19,545,590 2,172,961 11.1

13 東村 74,955,060 92,911,855 △ 17,956,795 △ 19.3 43 渡名喜村 17,200,248 19,018,216 △ 1,817,968 △ 9.6

14 今帰仁村 373,459,446 458,520,207 △ 85,060,761 △ 18.6 44 南大東村 78,763,750 78,407,684 356,066 0.5

15 本部町 456,159,148 502,709,368 △ 46,550,220 △ 9.3 45 北大東村 35,785,997 29,173,606 6,612,391 22.7

16 恩納村 522,134,734 544,156,731 △ 22,021,997 △ 4.0 46 伊平屋村 50,488,542 54,681,354 △ 4,192,812 △ 7.7

17 宜野座村 250,043,852 272,100,014 △ 22,056,162 △ 8.1 47 伊是名村 59,046,784 54,759,149 4,287,635 7.8

18 金武町 514,741,425 595,729,119 △ 80,987,694 △ 13.6 52 多良間村 51,328,722 44,404,130 6,924,592 15.6

19 伊江村 250,360,084 279,851,463 △ 29,491,379 △ 10.5 53 竹富町 225,215,848 216,919,944 8,295,904 3.8

23 読谷村 1,623,081,839 1,683,803,563 △ 60,721,724 △ 3.6 54 与那国町 69,464,784 54,493,254 14,971,530 27.5

24 嘉手納町 618,030,374 703,913,900 △ 85,883,526 △ 12.2 55 南城市 1,502,998,412 1,677,008,877 △ 174,010,465 △ 10.4

25 北谷町 1,311,351,695 1,355,566,732 △ 44,215,037 △ 3.3 県計 51,402,960,645 56,815,638,359 △ 5,412,677,714 △ 9.5

R5本算定

②

R6本算定

　①

R5本算定

②

R6本算定

　①
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標準保険料率の算定ベースである保険料総額（ｅ）について
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※保険料基盤軽減分は含まれていない

保険給付費（Ａ）＋後期高齢者支援金＋介護納付金等　　（1,537億円）

県向け公費等（1,023億円） 納付金　ｄ　（514億円）

令和６年度本算定

ｄ→ｅで減算

市町村向け公費 保 険 料 額

(364億円) (346億円)

(407億円)

(27億円)

(134億円)

(166億円)

(75億円)

(40億円)

(32億円) 標準保険料率の算定ベースe

【集めるべき保険料総額】

d→eで

加算

(380億円)


